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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第136期 

第３四半期 
連結累計期間 

第137期 
第３四半期 

連結累計期間 
第136期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 713,222 731,443 951,359 

経常利益 （百万円） 56,476 59,830 68,800 

四半期（当期）純利益 （百万円） 36,817 39,843 42,159 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 69,789 104,569 74,245 

純資産額 （百万円） 679,118 742,068 655,507 

総資産額 （百万円） 1,116,827 1,267,623 1,093,165 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 59.65 67.30 68.67 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.5 52.9 54.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 28,976 77,894 63,017 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △50,147 △127,356 △63,497 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △28,578 50,764 △55,248 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（百万円） 136,873 146,971 130,028 

 

回次
第136期

第３四半期
連結会計期間

第137期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額  （円） 23.67 32.27 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

（注）２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

（注）３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

（注）４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

（注）５．第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準について会計方針の変更を行っており、当該会計方針の変更を

反映した遡及修正後の数値を記載しております。
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２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（国内食品セグメント）

 当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社は、平成26年９月10日付で米国の冷凍食品の製造・販売会社であ

るウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）の全持分を取得する契約を締結し、同年11

月５日にウィンザー社の全持分を取得したことにより、その傘下の８社を含め、当社の連結子会社となっておりま

す。またウィンザー社は、当社グループの特定子会社であります。

 なお、ウィンザー社の子会社化の詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （企業結合等関

係）」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、決定または締結等した経営上の重要な契約等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準について会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前期末お

よび前年同四半期比較を行っております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （会計方針

の変更）」をご参照ください。

 

（1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日～平成２６年１２月３１日）における世界経済は、米国では景気

が緩やかに回復し、欧州では景気は持ち直しの動きがみられたものの、新興国における経済成長の鈍化の影響もあ

り、全体としては弱い回復となりました。

 わが国経済は、設備投資や個人消費などに弱い動きがみられるものの、雇用環境の改善を背景に、景気は緩やかな

回復が続いています。

 食品業界におきましては、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が残り、また、食品原料の価格が依然

として高い水準で推移しました。

 このような環境下にありまして、味の素グループは、２０１４－２０１６中期経営計画において、「スペシャリテ

ィ」の追求による「更なる事業構造強化」と「成長ドライバーの展開」に取り組んでおります。当社独自の技術と、

顧客機会を発見し価値を創造する力の融合から生み出す高い付加価値である「スペシャリティ」の追求を計画推進の

鍵として、「確かなグローバル・スペシャリティ・カンパニー」を目指しております。すなわち、グローバル成長と

Ｒ＆Ｄのリーダーシップにより「成長ドライバーの展開」とバルク事業のスペシャリティ化と資本効率の更なる向上

を軸とした「更なる事業構造強化」を追求するとともに、土台となる「経営基盤の進化」にも取り組んでおります。

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、平成２５年７月１日から持分法適用会社であるエイワイファーマ株式会社

（以下、エイワイファーマ社）に輸液・透析事業を移管し、当該事業の売上げがなくなった影響はあるものの、海外

食品のコンシューマーフーズや国内食品が伸長し、前年同期を１８２億円上回る７，３１４億円（前年同期比

１０２．６％）となりました。同営業利益は、海外食品のコンシューマーフーズや飼料用アミノ酸が大幅な増益とな

ったため、前年同期を３０億円上回る５３５億円（前年同期比１０６．１％）、同経常利益は前年同期を３３億円上

回る５９８億円（前年同期比１０５．９％）となりました。同四半期純利益は前年同期を３０億円上回る３９８億円

（前年同期比１０８．２％）となりました。

 

セグメント別の概況 

 セグメント別の業績は、次のとおりです。

 （単位：億円）

  売上高 前年同期増減 前年同期比 営業利益 前年同期増減 前年同期比

国内食品 2,333 55 102.4％ 196 △30 86.5％

海外食品 2,388 201 109.2％ 247 51 126.2％

バイオ・ファイン 1,708 42 102.5％ 93 43 189.1％

医薬 281 △105 72.7％ 5 △22 19.3％

その他 603 △10 98.2％ △6 △11 － 

合計 7,314 182 102.6％ 535 30 106.1％

 
（注）  国内外の食品加工業向け「アクティバ®」類、天然系調味料および冷凍食品は、国内食品セグメントに区分

されております。また、国内外の食品加工業向け「味の素®」および核酸は、海外食品セグメントに区分さ

れております。
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（国内食品セグメント）

 国内食品セグメントの売上高は、冷凍食品の売上げが伸長したことに加え、調味料・加工食品で消費税率引上げに

伴う駆け込み需要の反動の影響が収束して、堅調に推移したこと等により、前年同期を５５億円上回る２，３３３億

円（前年同期比１０２．４%）となりました。営業利益は、販売費の増加や冷凍食品の原材料価格高騰に伴うコスト増

等により前年同期を３０億円下回る１９６億円（前年同期比８６．５%）となりました。

＜調味料・加工食品＞

家庭用は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動等により「ほんだし®」やマヨネーズ類等の売上げが前年同

期を下回ったものの、「Toss Sala®（トスサラ）」等の新製品に加え、テレビ広告と連動した販促活動を展開した和

風・洋風の合わせ調味料「Cook Do®（クック ドゥ）きょうの大皿」や「鍋キューブ®」、チューブタイプのペースト

中華調味料「Cook Do®（クック ドゥ）香味ペースト」等の売上げが前年同期を上回ったため、全体としては前年同期

並みの実績となりました。

 業務用は、外食用製品の売上げは、米・肉等素材の食感を向上させたり、コクを引き出したりする機能型食品の伸

長等により前年同期を上回り、食品用酵素製剤「アクティバ®」および天然系調味料も、海外の販売が好調に推移した

ことにより、前年同期を上回ったため、全体としては増収となりました。

 以上の結果、全体としては前年同期並みとなりました。

＜冷凍食品＞

 家庭用は、製品改訂を実施した「具だくさんエビピラフ」が大幅に伸長し、「やわらか若鶏から揚げ」等も順調に

推移しましたが、「エビシューマイ等」が伸び悩み、「ギョーザ」が前年同期並みとなったため、前年同期並みの売

上げとなりました。

 業務用は、国内大手需要家への販売が増加し、増収となりました。

 海外では、北米において米飯および焼きそば等の麺類が大幅な増収となりました。

 以上の結果、全体としては増収となりました。

 

（海外食品セグメント）

 海外食品セグメントの売上高は、コンシューマーフーズの売上げが伸長し、また加工用うま味調味料の売上げも前

年同期を上回ったため、前年同期を２０１億円上回る２，３８８億円（前年同期比１０９．２%）となりました。営業

利益はコンシューマーフーズの増収等により、前年同期を５１億円上回る２４７億円（前年同期比１２６．２%）と、

大幅な増益となりました。

＜コンシューマーフーズ＞

 アジアでは、ベトナムやタイ、インドネシアにおけるうま味調味料「味の素®」、インドネシアにおける風味調味料

「Masako®（マサコ）」、タイにおける風味調味料「RosDee®（ロッディー）」および即席麺の売上げが前年同期を上

回ったことに加え、為替の影響もあり、増収となりました。

 米州では、ブラジルにおける風味調味料「Sazón®（サゾン）」等の売上げが前年同期を上回ったことにより、増収

となりました。

 欧州・アフリカでは、ポーランドにおける即席麺等の売上げが前年同期を上回ったものの、アフリカにおける「味

の素®」の売上げが前年同期を下回ったこと等により、減収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

＜加工用うま味調味料＞

 食品加工業向け「味の素®」は、国内外ともに販売単価は低下しましたが、為替の影響や国内の販売数量の増加もあ

り、前年同期の売上げを上回りました。核酸は、国内外ともに販売価格は低下しましたが、為替の影響や海外の販売

数量の増加もあり、増収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

 

（バイオ・ファインセグメント）

 バイオ・ファインセグメントの売上高は、飼料用アミノ酸、製薬カスタムサービス、医薬用・食品用アミノ酸、甘

味料の売上げが伸長したため、前年同期を４２億円上回る１，７０８億円（前年同期比１０２．５％）となりまし

た。営業利益は、飼料用アミノ酸が販売価格の上昇により大幅な増益となり、医薬用・食品用アミノ酸、製薬カスタ

ムサービス、化成品も前年同期を上回ったため、前年同期を４３億円上回る９３億円（前年同期比１８９．１％）と

なりました。
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＜飼料用アミノ酸＞

 リジンは、販売数量が前年同期を上回りましたが、販売価格は上昇しつつあるものの前年同期を下回ったため、減

収となりました。一方、スレオニンは、販売価格および販売数量が前年同期を上回ったため、大幅な増収となり、ト

リプトファンは、販売数量が前年を下回ったものの、販売価格が前年同期を上回ったことにより、増収となりまし

た。また、バリン等のスペシャリティ製品も販売を拡大し、増収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

＜アミノ酸＞

 医薬用・食品用アミノ酸の売上げは、国内や南米の売上げが伸長したこともあり、前年同期を上回りました。甘味

料は、南米におけるアスパルテームを使用した粉末ジュース「Refresco MID®（リフレスコ ミッド）」の売上げが増

加したこと等を受けて増収となり、製薬カスタムサービスは、欧州や北米の売上げが伸長し、増収となりました。

 以上の結果、全体として増収となりました。

＜化成品＞

 コンピュータ用の層間絶縁フィルムは、高付加価値品の売上げが伸長し、増収となったものの、アミノ酸化粧品

「Jino®（ジーノ）」の売上げが消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動からの回復が遅れ、前年同期を大幅に下回

ったこと等により、全体として減収となりました。

 

（医薬セグメント）

 医薬セグメントの売上高は、ロイヤルティ収入が増加したものの、平成２５年７月１日から持分法適用会社である

エイワイファーマ社に輸液・透析事業を移管し、当該事業の売上げがなくなったことや薬価改定および後発品の影響

もあり、前年同期を１０５億円下回る２８１億円（前年同期比７２．７％）となりました。営業利益は、前年同期を

２２億円下回る５億円（前年同期比１９．３％）となりました。

 自社販売品は、輸液・透析事業の売上げがなくなったことや薬価改定および後発品の影響等により、大幅な減収と

なりました。

 提携販売品は、ロイヤルティ収入の増加や平成２６年５月から販売を開始した高血圧症治療薬「アテディオ®」の貢

献があったものの、後発品および競合品の影響により、カルシウム拮抗降圧剤「アテレック®」および骨粗鬆症治療剤

「アクトネル®」等のリセドロネート類の売上げが前年同期を大幅に下回り、全体として大幅な減収となりました。

 

（その他）

 その他の事業の売上高は、前年同期を１０億円下回る６０３億円（前年同期比９８．２％）となり、営業損益は前

年同期を１１億円下回る６億円の営業損失となりました。

 

（2）財政状態に関する説明

 当第３四半期末の総資産は、前期末の１兆９３１億円に対して１，７４４億円増加し、１兆２，６７６億円となり

ました。これは主として、当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が平成２６年１１月５日付で全持分を取

得したウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）を当第３四半期末より連結したことに

よるものです。また、円安により在外子会社の貸借対照表の円貨への換算額が増加しております。

 負債残高は、前期末の４，３７６億円に対して８７８億円増加し、５，２５５億円となりました。これは主にウィ

ンザー社取得に伴い短期借入金が増加したことによるものです。有利子負債残高は、前期末に対して６６９億円増加

し、２，０９８億円となりました。

 純資産は、為替換算調整勘定および利益剰余金が増加し、前期末に対して８６５億円増加しました。純資産から少

数株主持分を引いた自己資本は、６，７０２億円となり、自己資本比率は５２．９％となりました。

 なお、ウィンザー社の子会社化の詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （企業結合等関

係）」をご参照ください。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

 当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、７７８億円の収入（前年同期は２８９億円の収入）となりました。税金等

調整前四半期純利益が６０２億円、減価償却費が３２１億円であり、売上債権等の運転資本が支出となったこと等に

よるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、１，２７３億円の支出（前年同期は５０１億円の支出）となりました。有

形固定資産の取得に加え、当第３四半期連結累計期間は、当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社によるウ

ィンザー社の全持分取得による支出がありました。一方、前年同期は味の素アルテア社の株式取得による支出があり

ました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、５０７億円の収入（前年同期は２８５億円の支出）となりました。配当金

の支払いによる支出があった一方、短期借入金の増加による収入があったこと等によるものです。 

- 5 -



 以上の結果、当第３四半期末における現金及び現金同等物の残高は、１，４６９億円（前年同期末残高は    

１，３６８億円）となりました。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 ＜２０１４－２０１６ 中期経営計画の推進＞

 味の素グループは、２０１４－２０１６中期経営計画において、「スペシャリティ」の追求による「更なる事業構

造強化」と「成長ドライバーの展開」に取組んでまいります。当社独自の技術と、顧客機会を発見し価値を創造する

力の融合から生み出す高い付加価値である「スペシャリティ」の追求を計画推進の鍵として、「確かなグローバル・

スペシャリティ・カンパニー」を目指してまいります。すなわち、グローバル成長とＲ＆Ｄのリーダーシップにより

「成長ドライバーの展開」とバルク事業のスペシャリティ化と資本効率の更なる向上を軸とした「更なる事業構造強

化」を追求するとともに、土台となる「経営基盤の進化」にも取り組みます。

 

 「成長ドライバーの展開」

 ①グローバル成長

 日本においては、個別化・多様化するお客様向けに価値を創造し続け、安定成長を実現します。海外においては、

既に強い事業基盤があるタイ、インドネシア、ベトナム、フィリピン、ブラジルを中核に据え、中東、アフリカ等の

開拓も合わせ、中間所得層の拡大や食生活・流通の近代化を事業機会ととらえ飛躍的な成長を目指します。なお、味

の素グループは、米国のウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社）を平成２６年１１月

５日付で買収いたしました。ウィンザー社の米国消費者に精通したマーケティング力、全米に広がる流通ネットワー

クと営業力、全米をカバーする生産拠点を獲得し、当社の独自の先端技術とのシナジーを発揮することで更なるグロ

ーバル成長を推進します。

 ②Ｒ＆Ｄのリーダーシップ

 「世界一の調味料技術」により「おいしさ」の解明と設計をさらに深化させ、より多くの消費者に届けるととも

に、「独自の先端バイオ」の技術を活かし、高機能バイオ新素材の開発や低資源利用発酵の推進、再生医療向け培地

やアミノインデックス技術による診断事業等につなげ、成長を牽引していきます。

 

 「更なる事業構造強化」

 ①スペシャリティ化

 構造に課題の残る事業について、事業の付加価値を高める「スペシャリティ化」をすすめます。具体的には、バル

ク事業では、飼料用アミノ酸事業における乳牛用リジン製剤「ＡｊｉＰｒｏ®―Ｌ」等の高付加価値素材の割合を高

め、加工用うま味調味料事業における呈味物質および甘味料事業における超高甘味甘味料を新規に創出するととも

に、これらを活用したリテール製品比率を高めていきます。医薬事業では、積極的な外部連携により、消化器系疾患

の領域等においてパイプラインを強化します。加えて、低資源利用発酵等によるコスト競争力の強化を図ります。

 ②資本効率の更なる向上 

 事業ごとのバリューチェーンについて、外部委託を柔軟に活用する一方、重要なものを内製化し、付加価値の高い

ものに注力することで資産効率を高め、また、需要に応じてグローバルに最適な供給体制を構築することで、ＲＯＥ

（株主資本利益率）や株主価値の更なる向上を目指します。 

 

「経営基盤の進化」

 海外での飛躍的成長を実現するため、海外地域本部への権限委譲を拡大するとともに適切なモニタリング機能を構

築し、機動力と効率性を備えたガバナンス体制を確立します。また、次期経営人材の育成を加速するための制度を整

備し、海外法人における現地社員の役員への登用、女性のマネージャーへの登用等により多様性を高め、分厚い人材

層を造ってまいります。さらに、既存製品や事業のリソースをもとに隣接領域での新しい事業機会の創造を、柔軟に

外部の力を活用し、飛躍的成長のために積極的に進めていきます。

 

＜２１世紀の人類の課題に対する事業を通じた貢献の推進＞

 味の素グループは、うま味を通じて粗食をおいしくし、国民の栄養を改善するという創業時の志を受け継ぎ、「地

球持続性」、「食資源の確保」、「健康な生活」という２１世紀の人類の課題に対して、事業を通じた貢献をＡＳＶ

（Ａｊｉｎｏｍｏｔｏ Ｇｒｏｕｐ Ｓｈａｒｅｄ Ｖａｌｕｅ)として果たしてまいります。地域の食文化に適合し

たおいしさの実現を通じた健康づくりへの貢献や、開発途上国での栄養改善プロジェクトを進めるほか、バイオサイ

クル技術による循環型生産モデルの実現と低資源発酵技術で、生産活動における食資源使用量の削減にも取り組んで
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まいります。また、東日本大震災被災地における食と栄養をサポートする被災地支援を、復興の足どりが確かなもの

になるまで継続します。

 

（5）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２３，３０６百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資金の流動性について

 当第３四半期連結累計期間は短期流動性に関し、手元流動性確保のために、コミットメント・ライン、当座貸越

枠、コマーシャル・ペーパー発行枠等の調達手段を備えています。

② 資金の調達

 当第３四半期連結累計期間の資金調達は、調達コストとリスク分散の観点による直接金融と間接金融のバランス、

および長期と短期の資金調達のバランスを見ながら、運転資金、および米国のウィンザー社の持分取得に関し、金融

機関からの借入等の資金調達活動を行いました。

③ 資金の使途

 当第３四半期連結累計期間の資金の使途は、事業資金およびウィンザー社の全持分取得のための資金に充当しまし

た。

 

（7）従業員数

（国内食品セグメント） 

 当第３四半期連結累計期間において、当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が全持分を取得したウィン

ザー社及びその傘下８社を当第３四半期末より連結したことにより、従業員数が1,737名、臨時従業員数（平均雇用

人員）が426名増加しております。

 なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

 

（8）主要な設備

（米州） 

 当第３四半期連結累計期間において、当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が全持分を取得したウィン

ザー社及びその傘下８社を当第３四半期末より連結したことにより、建物及び構築物が5,650百万円、機械装置及び

運搬具が6,657百万円、土地が160百万円、その他が368百万円増加しております。なお、その他は工具器具備品であ

り、建設仮勘定を含んでおりません。

 また、当該増加額につきましては、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された概算額でありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成26年12月31日）
 提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

 上場金融商品取引所名
 又は登録認可金融商品
 取引業協会名

内容

普通株式 594,470,654 594,470,654
     東京証券取引所

     （市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 594,470,654 594,470,654 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高 

（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
  ― 594,470   ― 79,863   ― 4,274

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

 

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 普通株式

       2,615,000
－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式

     586,885,000
586,885 －

単元未満株式
 普通株式

       4,970,654
－

  １単元（1,000株）

  未満の株式

発行済株式総数      594,470,654 － －

総株主の議決権 － 586,885 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれており

ます。

 （注）２．「完全議決権株式（その他）」欄の「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式に係る議決権２個が 

含まれております。

（注）３．「単元未満株式」欄の「株式数」には、自己株式が969株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合(％)

味の素株式会社
  東京都中央区京橋 

  一丁目15番１号
2,615,000 ― 2,615,000 0.44

計 － 2,615,000 ― 2,615,000 0.44

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 132,416 150,100 

受取手形及び売掛金 200,115 ※２ 216,389 

有価証券 293 354 

商品及び製品 103,543 122,695 

仕掛品 8,076 9,017 

原材料及び貯蔵品 51,908 60,999 

繰延税金資産 8,919 11,817 

その他 44,309 40,728 

貸倒引当金 △1,375 △1,591 

流動資産合計 548,209 610,510 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 358,043 386,874 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △218,630 △233,518 

建物及び構築物（純額） 139,412 153,355 

機械装置及び運搬具 562,769 623,235 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △420,605 △463,685 

機械装置及び運搬具（純額） 142,163 159,549 

土地 47,068 47,922 

建設仮勘定 17,689 14,695 

その他 71,614 77,513 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △58,578 △62,820 

その他（純額） 13,036 14,692 

有形固定資産合計 359,370 390,215 

無形固定資産    

のれん 19,327 80,901 

その他 32,994 43,390 

無形固定資産合計 52,322 124,292 

投資その他の資産    

投資有価証券 107,621 120,136 

長期貸付金 3,559 3,037 

繰延税金資産 11,671 8,665 

その他 10,866 11,171 

貸倒引当金 △303 △324 

投資損失引当金 △152 △80 

投資その他の資産合計 133,263 142,604 

固定資産合計 544,956 657,112 

資産合計 1,093,165 1,267,623 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 104,711 ※２ 130,222 

短期借入金 14,641 88,045 

コマーシャル・ペーパー - 15,000 

1年内償還予定の社債 14,999 15,000 

1年内返済予定の長期借入金 7,011 4,378 

未払法人税等 8,497 5,920 

賞与引当金 5,953 4,727 

役員賞与引当金 319 204 

その他 79,394 80,643 

流動負債合計 235,529 344,143 

固定負債    

社債 34,993 19,994 

長期借入金 69,435 65,852 

繰延税金負債 13,423 14,822 

役員退職慰労引当金 415 421 

環境対策引当金 342 699 

退職給付に係る負債 61,845 58,587 

資産除去債務 555 515 

その他 21,117 20,518 

固定負債合計 202,128 181,411 

負債合計 437,657 525,555 

純資産の部    

株主資本    

資本金 79,863 79,863 

資本剰余金 83,443 53,725 

利益剰余金 501,945 529,577 

自己株式 △31,085 △4,007 

株主資本合計 634,168 659,158 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 13,043 18,488 

繰延ヘッジ損益 △26 349 

為替換算調整勘定 △31,668 10,281 

退職給付に係る調整累計額 △20,567 △17,996 

その他の包括利益累計額合計 △39,218 11,122 

少数株主持分 60,557 71,787 

純資産合計 655,507 742,068 

負債純資産合計 1,093,165 1,267,623 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 713,222 731,443 

売上原価 473,943 479,993 

売上総利益 239,278 251,449 

販売費及び一般管理費 188,780 197,889 

営業利益 50,497 53,559 

営業外収益    

受取利息 1,546 2,090 

受取配当金 1,009 1,096 

持分法による投資利益 3,120 4,020 

その他 3,804 2,497 

営業外収益合計 9,480 9,705 

営業外費用    

支払利息 1,562 1,601 

支払手数料 186 654 

その他 1,752 1,178 

営業外費用合計 3,501 3,434 

経常利益 56,476 59,830 

特別利益    

受取保険金 ※１ 1,184 12 

固定資産売却益 199 1,217 

償却債権取立益 - 577 

関係会社株式売却益 ※２ 2,267 - 

その他 141 447 

特別利益合計 3,792 2,255 

特別損失    

固定資産除却損 920 850 

関係会社整理損 772 - 

その他 1,108 988 

特別損失合計 2,802 1,838 

税金等調整前四半期純利益 57,466 60,247 

法人税等 16,491 14,029 

過年度法人税等戻入額 ※３ △1,533 - 

少数株主損益調整前四半期純利益 42,508 46,218 

少数株主利益 5,690 6,374 

四半期純利益 36,817 39,843 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 42,508 46,218 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,451 5,028 

繰延ヘッジ損益 167 177 

為替換算調整勘定 19,245 48,884 

退職給付に係る調整額 2,108 2,751 

持分法適用会社に対する持分相当額 307 1,508 

その他の包括利益合計 27,280 58,350 

四半期包括利益 69,789 104,569 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 64,657 90,485 

少数株主に係る四半期包括利益 5,131 14,084 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 57,466 60,247 

減価償却費 34,054 32,186 

減損損失 230 331 

のれん償却額 1,195 1,181 

受取保険金 △1,184 △12 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,667 △1,421 

引当金の増減額（△は減少） △2,520 △1,636 

受取利息及び受取配当金 △2,555 △3,187 

支払利息 1,562 1,601 

持分法による投資損益（△は益） △3,120 △4,020 

固定資産除売却損益（△は益） 794 △296 

関係会社株式売却損益（△は益） △2,267 - 

売上債権の増減額（△は増加） △3,656 △8,964 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,609 16,360 

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,600 △8,520 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 566 △7,017 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △9,481 △965 

その他 △174 5,194 

小計 63,250 81,060 

保険金の受取額 1,184 12 

転籍に伴う退職金等 △3,080 - 

利息及び配当金の受取額 3,866 4,452 

利息の支払額 △1,363 △1,372 

法人税等の還付額 1,208 59 

法人税等の支払額 △36,090 △6,318 

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,976 77,894 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △36,529 △34,073 

有形固定資産の売却による収入 2,683 1,596 

無形固定資産の取得による支出 △3,748 △2,469 

連結の範囲の変更を伴う子会社出資持分の取得に

よる支出 
- △91,180 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△15,708 - 

関係会社株式の取得による支出 △4,905 △1,824 

関係会社株式の売却による収入 7,330 - 

定期預金の増減額（△は増加） 726 △344 

その他 4 941 

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,147 △127,356 
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    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,517 72,447 

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 20,000 15,000 

長期借入れによる収入 18,000 - 

長期借入金の返済による支出 △3,070 △6,317 

社債の償還による支出 △20,000 △15,000 

配当金の支払額 △12,389 △11,818 

少数株主への配当金の支払額 △2,801 △2,775 

自己株式の取得による支出 △30,098 △2,643 

自己株式取得のための金銭の信託の増減額（△は

増加） 
－ 2,520 

その他 △735 △647 

財務活動によるキャッシュ・フロー △28,578 50,764 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,824 14,270 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △47,924 15,573 

現金及び現金同等物の期首残高 184,770 130,028 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 28 1,356 

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少） 
－ 13 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 136,873 ※ 146,971 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が、ウィンザー社の全持分を取得したことにより、その傘下

の8社を含め、当社の連結子会社となっております。これに伴い、当第3四半期連結会計期間より同社及び傘下の

8社を連結の範囲に含めております。 

 

（会計方針の変更）

（売上の計上基準の変更）

 当社グループでは、販売拡大の目的で得意先に支払う費用の一部（以下、販促値引き等）を、主に国内食品セ

グメントの家庭用事業及び外食用事業においては、従来、支払金額確定時に販売手数料として販売費及び一般管

理費に計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より海外食品セグメント及びバイオ・ファインセグメン

トと同様、販促値引き等を売上計上時に売上高から控除して計上する方法に変更しました。

 この変更は、グローバル事業展開を一層推進する当社グループの経営方針の下、海外売上比率が年々増加する

中で、事業セグメント別・地域別の事業実態の比較可能性を向上させ、より精緻な事業管理の実践と、より適切

に経営成績を表示する必要性が高まっているとの認識に基づいております。この認識の下、全ての事業セグメン

トにわたって、経営成績の重要指標のひとつである売上の計上基準を統一すべく、販促値引き等の定義・範囲・

会計処理等についてのグループ会社の実態調査の上、業務プロセス検討・システム構築等の体制整備を進めてま

いりました。第１四半期連結会計期間においてその準備が整ったことにより変更するものであります。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっておりま

す。

 これにより、遡及適用前と比較して、前第３四半期連結累計期間の売上高、売上総利益はそれぞれ29,100百万

円減少、販売費及び一般管理費は28,785百万円減少、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ314百万円減少しております。また、前連結会計年度の連結貸借対照表はその他流動負債、繰延税金資産

（流動資産）がそれぞれ5,495百万円、1,515百万円増加しております。

 前連結会計年度の期首の純資産額に対する累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は 

3,339百万円減少しております。

 なお、１株当たり情報及びセグメント情報に与える影響については、「（１株当たり情報）」「（セグメント

情報等）」に記載しております。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の見直し） 

 従来、当社及び国内連結子会社では、有形固定資産の減価償却方法について、主に定率法を採用しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しました。併せて、当社及び国内外連結子会社は、物理的・機

能的な使用実態に応じて耐用年数を見直しました。

 当社グループにおいては、グローバル事業展開を一層推進する経営方針の下、海外売上比率は年々増加してお 

り、海外生産能力の増強を進めています。このような状況において、2014-2016中期経営計画の策定を契機に、

事業セグメント別・地域別の事業実態を踏まえ、その比較可能性の向上を目的として、国内外の各事業の減価償

却方法を見直すことにいたしました。

 その結果、国内外の各事業の生産設備は安定的に使用されることが見込まれ、定額法により耐用年数の期間に

わたって均等に費用配分することが当社グループの実態をより適正に表すものと判断しました。

 当該会計方針の変更及び見積りの見直しに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間

の営業利益は2,048百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は2,338百万円増加しております。

 なお、セグメント情報に与える影響については、「（セグメント情報等）」に記載しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 当社及び連結子会社は、税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会

社については、重要な加減算項目を加味し、法定実効税率を使用して計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

 連結会社以外の会社及び従業員の金融機関からの借入等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

グラニュールズ・オムニケム社 2,549百万円 グラニュールズ・オムニケム社 2,637百万円

ヘルスケア・コミッティー㈱ 491 ヘルスケア・コミッティー㈱ 536

ニューシーズンフーズ社 154 キュクレ食品社 405

従業員 11 ニューシーズンフーズ社 120

メキシコ味の素社 6 メキシコ味の素社 7

協同エース物流㈱ 1 従業員 7

計 3,214 計 3,714

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が当第３四半期連結

会計期間末日の残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 175百万円

支払手形 － 206

 

（四半期連結損益計算書関係）

 

※１．受取保険金

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 主なものは、タイ国における洪水による被害に対応する受取保険金1,174百万円であります。

 

※２．関係会社株式売却益

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 持分法非適用関連会社の株式を売却したことに伴うものであります。

 

※３．過年度法人税等戻入額

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 移転価格税制に係る日米相互協議の合意による還付1,533百万円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 138,775百万円 150,100百万円

有価証券勘定 595 354

小計 139,370 150,454

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,497 △3,482

現金及び現金同等物 136,873 146,971
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式  6,325 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月６日

取締役会 
普通株式 6,115 10 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 当社は、平成25年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。これを受け、信託方式によ

る市場買付の方法により平成25年５月９日から平成25年７月８日までに普通株式20,895,000株、29,999百万円

の取得を行いました。

 また、平成25年８月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うこ

とを決議し、平成25年９月９日、普通株式20,895,000株を消却しております。これにより、資本剰余金および

自己株式がそれぞれ29,313百万円減少しております。

 消却後の当社の発行済株式の総数は、614,115,654株となります。

 また、第１四半期連結会計期間より、退職給付会計基準等を早期適用しております。これに伴い、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金が6,975百万円減少しております。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 5,935 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月６日

取締役会 
普通株式 5,918 10 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 平成26年５月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことを決

議し、平成26年６月６日、普通株式19,645,000株を消却しております。これにより、資本剰余金および自己株

式がそれぞれ29,718百万円減少しております。

 消却後の当社の発行済株式の総数は、594,470,654株となります。

また、第１四半期連結会計期間より、売上の計上基準を変更しております。これに伴う影響については、「第

４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （会計方針の変更）」をご参照ください。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
  国内食品 海外食品 

バイオ・ 

ファイン 
医薬 

売上高              

外部顧客に対する売上高 227,743 218,708 166,603 38,763 61,402 － 713,222 

セグメント間の内部売上高 1,340 4,639 4,347 55 32,408 △42,792 － 

計 229,084 223,347 170,951 38,819 93,811 △42,792 713,222 

セグメント利益又は損失 

（営業利益又は損失） 
22,686 19,604 4,922 2,819 464 － 50,497 

（注）「その他」には、提携事業、健康ケア事業、包材事業、物流事業及びその他サービス事業が含まれており

ます。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
  国内食品 海外食品 

バイオ・ 

ファイン 
医薬 

売上高              

外部顧客に対する売上高 233,315 238,819 170,809 28,174 60,324 － 731,443 

セグメント間の内部売上高 670 4,124 2,394 75 32,291 △39,556 － 

計 233,985 242,943 173,203 28,249 92,616 △39,556 731,443 

セグメント利益又は損失 

（営業利益又は損失） 
19,615 24,736 9,308 545 △646 － 53,559 

（注）「その他」には、提携事業、健康ケア事業、包材事業、物流事業及びその他サービス事業が含まれており

ます。 

 

２.報告セグメントごとの資産に関する情報

 「国内食品」セグメントの資産の金額が前連結会計年度末に比べて108,809百万円増加しております。これは主

としてウィンザー社の全持分を取得し、当第３四半期連結会計期間より同社及びその子会社８社を新たに連結の

範囲に含めたことによる増加であります。

なお、ウィンザー社の子会社化の詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （企業結合等関

係）」をご参照ください。

 

３.報告セグメントの変更等に関する事項

 「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （会計方針の変更）」に記載のとおり、売上の計上基準

の変更は遡及適用しております。これにより、前第３四半期連結累計期間における「国内食品」の売上高が

27,246百万円、営業利益が92百万円減少、「海外食品」の売上高が702百万円、営業利益が132百万円減少、「バ

イオ・ファイン」の売上高が296百万円、営業利益が93百万円減少、「医薬」の営業利益が23百万円減少、「その

他」の売上高が855百万円減少、営業利益が27百万円増加しております。
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 また、有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の見直しにより、従来の方法によった場合に比べ、当

第３四半期連結累計期間における「国内食品」の営業利益が702百万円増加、「海外食品」の営業利益が757百万

円増加、「バイオ・ファイン」の営業利益が246百万円増加、「医薬」の営業利益が212百万円増加、「その他」

の営業利益が128百万円増加しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

 当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が、ウィンザー社の全持分を取得したことにより、「国内食

品」セグメントにおいて、のれんが60,266百万円増加しております。 

 なお、取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額は暫定的に算出された金額です。 

 

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。 
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合） 

 

(1) 企業結合の概要 

 ① 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 ウィンザー・クオリティ・ホールディングス社（以下、ウィンザー社） 

事業の内容    冷凍食品の製造・販売 

 ② 企業結合を行った主な理由 

 ウィンザー社は、冷凍食品事業に精通した経営陣のもと、米国冷凍食品市場において、大手流通を始め取

扱い店舗数約８万店と幅広い流通ネットワークを持つほか、取扱いレストラン数約12万店と外食向けにも強

固な営業基盤を有しています。また、同社は、全米に７つの生産拠点があり、アジア食でトップシェア、メ

キシカン、イタリアン、スナック製品でも強力なブランドと製品群を保有しています。 

 今回の買収により、成長市場でのシェア拡大に向け、北米冷凍食品事業のポートフォリオ再構築を行いま

す。それに基づき、既存のアジア製品カテゴリーのブランドの強化、日本食製品カテゴリーのブランドの創

出等、新たな戦略を展開します。さらに、収益構造強化に向け、味の素グループの生産技術導入による生産

性改善と商品の高付加価値化を図ります。販売チャネルでは、ウィンザー社の持つ強い小売・外食へのネッ

トワークを最大に活用し、2020年度までに北米における冷凍食品事業規模1,000億円、日本食・アジア食に

おける圧倒的No.1を実現します。 

 ③ 企業結合日 

平成26年11月５日 

 ④ 企業結合の法的形式 

現金を対価とする持分取得 

 ⑤ 結合後企業の名称 

ウィンザー・クオリティ・ホールディングス社 

 ⑥ 取得した議決権比率 

100％ 

 ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の連結子会社である味の素ノースアメリカ社が現金を対価として持分を取得したためであります。 

 

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

当第３四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算書に取得した企

業の業績は含まれておりません。 

 

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価    802百万米ドル （92,042百万円） 

取得原価     802百万米ドル （92,042百万円） 

なお、現在譲渡対価の精査過程にあるため、当第３四半期連結会計期間末においては、取得原価は確定して

おらず、上記は暫定的な金額です。

 

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 ① 発生したのれんの金額 

525百万米ドル（60,266百万円） 

なお、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算出された金額であります。 

 ② 発生原因 

主としてウィンザー社の有する強固なブランド力・顧客基盤によって期待される超過収益力であります。 

 ③ 償却方法及び償却期間 

効果の及ぶ期間にわたり定額償却します。また、償却期間については、取得原価の配分等の結果を踏まえ確

定します。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 59円65銭 67円30銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 36,817 39,843

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 36,817 39,843

普通株式の期中平均株式数（千株） 617,230 592,035

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 （注）２ 「（会計方針の変更）」に記載のとおり、売上の計上基準の変更は遡及適用しております。これにより、

      前第３四半期連結累計期間における「四半期純利益金額」「普通株式に係る四半期純利益金額」が231百万

      円減少、「１株当たり四半期純利益金額」が38銭減少しております。

 

（重要な後発事象）

 一部の連結子会社及び関連会社が加入している味の素グループ厚生年金基金は、厚生年金保険法に基づき、平

成27年１月31日に厚生労働大臣から解散の認可を受けました。これに伴い、平成27年２月１日付で一部の連結子

会社及び関連会社の退職給付制度の一部が厚生年金基金制度から主として確定拠出年金制度へと移行しておりま

す。今回の解散及び制度移行による当連結会計年度への業績の影響は現在算定中です。

 

２【その他】

 平成26年11月６日開催の取締役会において、中間配当の実施に関し決議いたしました。詳細については、「第４ 

経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項 （株主資本等関係）」に記載のとおりであります。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年２月１３日

味  の  素  株  式  会  社 

取締役社長 伊 藤 雅 俊 殿 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 坂本 満夫  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 會田 将之  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 阿部 正典  印 

 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている味の素株式

会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０

月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、味の素株式会社及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項

 １．会計方針の変更に記載されているとおり、会社グループは第１四半期連結会計期間より、販売拡大の目的で得意

先に支払う費用の一部について売上計上時に売上高から控除して計上する方法に変更した。

 ２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更及び会計上の見積りの変更に記載されているとお

り、会社及び国内連結子会社は第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の減価償却方法を変更した。併せて、

会社及び国内外連結子会社は、耐用年数を見直した。

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、一部の連結子会社及び関連会社が加入している味の素グループ厚生年

  金基金は、厚生年金保険法に基づき、平成２７年１月３１日に厚生労働大臣から解散の認可を受けた。これに伴 

  い、平成２７年２月１日付けで一部の連結子会社及び関連会社の退職給付制度の一部が厚生年金基金制度から主と 

  して確定拠出年金制度へと移行している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

 （注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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